




















































































































































































































































































































































4. 20歳から59歳までの女性労働力率は、 1950年が10%抽出統計、 55年から65年
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産業 年間総実 年間所定内 年間所定外 年間出動日


















30~ 99人 1，928 
一般 2，016 

































2 145 8 240.0 
10 172 11 231. 6 
1 146 4 238.8 
7 l33 9 244.8 
2 161 10 244.8 
3 26 1 206.4 
2 92 6 249.6 
1 122 7 244.8 
11 242 32 259.2 
2 166 12 252.0 
5 178 18 238.8 
8 148 4 230.4 
23 234 6 248.4 
30 82 10 243.6 
8 104 7 232.8 
9 120 4 241. 2 








































企業規模・年 合計 を採用してい 1年単位の変 1ヵ月単位の変 フレックスタ を採用してい




304..8 9 6 3 
93.0 
i入E¥ 業 93 100.0 1.6 22.7 72.6 
規模計
94 100.0 31. 3 7.6 21. 2 68.7 
95 100.0 30.1 8.7 18.3 69.9 
96 100.0 40.5 15.1 22.4 4.8 59.5 
1988年 100.0 24.1 1.0 18.3 6.2 75.9 
1，000人 93 
lo0o0. -• 0 56846..4 7 7 
2.7 33.5 34.2 41. 6 
以 上
94 1  14.9 34.3 334.3 9 33503..3  9 95 100.0 164. 3 34.5 
96 100.0 69.1 16.8 34.3 38.4 
1988年 100.0 
334178508 7 4 4 1 
0.4 10.0 1.3 
86928.2 3 6 100~ 93 100.0 2.4 22.6 6.8 
94 100.0 11.4 21. 3 6.5 
999人 95 100.0 12.7 20.8 7.4 61. 6 
96 100.0 17.2 22.7 9.0 54.9 
1988年
1ω0ω 。仏0 0 2457..6 0 7 
4.0 0.4 95.4 
30~ 93 100.0 1.3 22.4 1.6 75.0 
99人
94 100.0 5.8 20.7 1.4 72.3 
95 100.0 257. 4 6.8 16.8 1.9 74.6 




























































































































































(15) 藤田実 '90年代不況化の労働時間の弾力化J (労働運動総合研究所労働時間問題研究部会編『変形
時間・長時間・深夜労働 労働時間と規制緩和一』学習の友社、 1998年、 p.92~p.103
。砂 川旧和子『雇用における男女平等とは』新日本出版社、 1997年、 p.116~p.123
仕7) 横山寿一「家族の福祉と人開発達型ライフスタイルJ (成瀬龍夫、小沢修司編『家族の経済学」青
木書!吉、 1985年)、 p.147
(18) 子育て困難家庭の実態については、高砂洋子「家族・子どもの福祉を支える保育所の役割J (f大
阪の保育研究』大阪保育研究所、第6号、 1997年、)および、高砂「子育て困難家庭を見守って
保育所からの報告J (f福祉のひろば』総合社会福祉研究所、特集76号、 1998年)を参照。
(19) 以下については、二宮厚美、杉山隆一監修、吹田の子ども総合政策づくり専門委員会編『地域か
らつくる子育てネットワーク 児童福祉法改正と吹田の子ども総合政策』自治体研究社、 1997年
における政策提起を踏まえたものである。
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